
　合併協議会では、１市３町で行っている各種事務事業（約１，３００項目）の一つひとつについて合併し
た場合どのようにするのかが調整・協議されてきました。その中で子育て支援や学校教育に関する主な

サービスや制度などについては合併協議会において次のとおり決定されました。

A

　高齢者向けの主なサービスや制度は合併協議会において次のとおり決定されました。A

給食サービスについては
　ひとり暮らし高齢者等を対象とした
給食サービスについては、１市３町で
それぞれ実施していますが、個人負担
や実施方法などに相違があるため、新市において、そ
の調整を行い、速やかに相模原市の制度に統合します。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　　分

速やかに相
模原市の制
度に統合し
ます。

週４回回　　数

４５０円３００円４００円４００円個人負担（１食）

寝具消毒乾燥事業については
　現在、相模原市と津久井町で実施していますが、合併
後は相模原市の制度に統合します。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　分

相模原市
の制度に
統合しま
す。

無

６５歳以上の
ねたきり高
齢者等

無

６５歳以上の
ねたきり高
齢者、ひと
り暮らし高
齢者等

対　　象

消毒乾燥年
１回、丸洗
い消毒乾燥
年１回

消毒乾燥年
３回、丸洗
い消毒乾燥
年３回

実施回数

小児医療費助成事業については
　１市３町で対象年齢に相違があります
が、相模原市の制度に統合し、津久井郡３
町の通院対象年齢の上限が、２歳児から４
歳児までに拡大されます。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　　分
相模原市の
制度に統合
します。

０歳～２歳０歳～４歳通院・入院

３歳～１５歳５歳～１５歳入　　　院
※所得制限については、１市３町とも０歳は無し、１歳から児童手当の特例
給付水準を適用しています。入院時の食事療養費の標準負担額（自己負担）
は医療費助成の対象外で、患者負担となります。

幼稚園就園奨励補助金については
　私立幼稚園の在園児に対する市町村単独補助分につ
いては、相模原市の制度に統合します。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　分
相模原市の
制度に統合
します。

無４８，０００円
（４、５歳児）

１２，０００円
（３～５歳児）年額／人

※なお、公立幼稚園の在園児に対しては、国の制度で保育料の減免制度があ
ります。

　住民の皆様が納めた税金などを財源とした施設整備などにあたっては、市全体が等しく合併の利益を

享受できるように地域の特性に応じてバランス良く予算を配分することとなりますので、特定の地域に

偏って予算が使われることはありません。

A

保育料（保育園）については
　１市３町で所得階層区分や保育料の額に
相違がありますが、相模原市の制度に統合
されます。比較的対象者の多い所得階層を
例示すると次のとおりです。
保育料の例（参考）
　保育料は世帯の前年分所得税額、前年度分住民税額と児童の年齢によって
算定されます。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市前年分所得税金額（円）

相模原市
の制度に
統合しま
す。

１９，５００円２２，５００円２１，０００円１７，６００円３歳未満児
２０，０００ １７，５００円２１，６００円１８，９００円１６，０００円３歳児

１７，５００円２１，６００円１８，９００円１６，０００円４歳以上児
４５，７００円４５，７００円４８，８００円３９，８００円３歳未満児

１６０，０００ ３３，５００円３０，８００円３５，６００円３０，７００円３歳児
２８，８００円２５，９００円３５，６００円２７，７００円４歳以上児
６０，０００円６０，０００円６４，０００円５２，９００円３歳未満児

４０８，０００ ３３，５００円３０，８００円３５，６００円３１，５００円３歳児
２８，８００円２５，９００円３５，６００円２７，７００円４歳以上児

公立幼稚園については
　相模原市と津久井町には公立幼稚
園はありませんが、城山町と相模湖町にある公立幼稚
園の入園料・保育料、送迎バス及び給食は次のように
なります。

合併後

�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　　分
 ２，５００円３，０００円 ２，５００円入　園　料
１０，０００円７，５００円１０，０００円保育料月額
有無有送 迎 バ ス

完全給食ミルク給食完全給食給　　　食

学校給食については
　小・中学校の給食については、これまで
どおりとします。
　ただし、合併後３年間で相模原市と相模
湖町の中学校給食のあり方を検討します。

合併後
�

相模湖町津久井町城 山 町相模原市区　分

これまで
どおり

完全給食完全給食完全給食完全給食小学校
ミルク給食完全給食完全給食ミルク給食中学校

高齢者大学については
合併後

�

相模湖町津久井町城山町相模原市区　　分　高齢者大学は実施内容が
異なるため、新市において
３年間で段階的に相模原市
の制度に統合します。

３年間で段階
的に相模原市
の制度に統合
します。

３学部
（定員１８０人）

各学科年間１２～１９回開催
無無

４学部
２９学科

（定員９１２人）
各学科年間２４回前後開催

高齢者大学



　今、急速に少子高齢化が進むなど、全
国的にこれまでに経験したことがない社

会に向かっています。市や町は、このような時
代背景の中にあっても住民の皆様に満足してい
ただけるサービスを提供し続けていくために
は、この時代にふさわしい組織に変化するとと
もに、いろいろな面でこれまでよりも「力」を
つけていくことが必要となってきています。
　例えば、しっかりとした財政基盤を築くこ
と、政策を企画・立案し実行していく力を強化
すること、住民の皆様の力をお借りし、その力
を活かしていく仕組みを作ることなどが必要と
考えられます。これらを実現するための一つの
選択肢が、市町村合併なのです。
　「合併すると、生活が変わってしまう」ので
はなく、社会経済環境の変化により「合併して
もしなくても、今までの生活は変わらざるを得
ない」時代なのです。住民の皆様にとって一番
望ましい道を選ぶことが必要です。

A

　合併のメリットとして一番に考えられることは、相模原市にとっては津久井郡３町の豊かな自然環境
を、また津久井郡３町にとっては相模原市の都市機能を、それぞれが補う形で持つことが出来る、とい

う点ではないでしょうか。絵を描くことに例えると、今までよりキャンバスが大きくなり、絵の具の色も増え
るということです。
　また、各市町の制度の統合によるサービス水準の引き上げなどにより、一定の歳出増が見込まれますが、一
方で、職員や議員の数が減ることなどによる支出の削減効果や、合併に伴う国からの財政支援などによって、
財政運営がしやすくなり、住民サービスに使うお金が増やせることなどが期待されています。

A

◎S60～H12は国勢調査�
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　合併はまだ決まっていません。市町村が合併する場合は左の図の流れで手続きが行われますが、今は
任意合併協議会における協議が終了した段階です（※１左図参照）。次の段階として市町村合併について

定めた「合併特例法」という法律に基づいた合併協議会を設立することを、各市や町の議会で決定することが必
要です。
　左の図でお分かりのように、市町村合併の手続きに「住民投票」の手続きはありません。つまり「住民投票」
をしなくても、市町村合併は可能となっています。
　「市町村の重要なことは住民投票で決めるんじゃないの！？」とお考えの方がいらっしゃるかもしれません
が、市町村の重要な事柄については、住民の皆さんが選挙で選んだ市町村長と、同じく選挙で選んだ議員で構成
される議会で決定する制度になっています。
　では、なぜ全国で住民投票が行われているのでしょうか？　それは、住民の皆さんを代表している市町村長と
議会の意見が一致しない場合や、市町村としての意見の決定が難しい場合などがあるからで、住民投票を実施す
るかどうかはそれぞれの市町村が独自に判断することになります。

A

　合併協議会では、各市や町の議会で合併の議決をし、平成１７年の３月末までに県知事へ申請（※２左
図参照）したうえで、平成１８年３月末までに合併する（※３左図参照）ことを目標としています。これ

は、合併特例法という法律の期限に合わせたものですが、合併特例法の適用を受けると、国から財政支援措置
が受けられるというメリットがあります。国の財政支援措置には、合併直後に必要な経費に充てるための補助
金や、合併特例債などがあります。
　こうした財政支援措置を受けることは、新市の財政運営上、大きなメリットになり、住民サービスを維持す
る上で大きな効果があります。このため、合併する場合にはこうした財政支援措置を受けられる期限を目指し
て協議を進めることが望ましいと考えております。
（なお、この期限を過ぎるといわゆる「合併新法」（平成２２年３月末まで）の適用となりますが、財政支援措置
の内容は縮減されます。）

A


